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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期

会計期間

自 平成28年
１月１日

至 平成28年
６月30日

自 平成29年
１月１日

至 平成29年
６月30日

自 平成30年
１月１日

至 平成30年
６月30日

自 平成28年
１月１日

至 平成28年
12月31日

自 平成29年
１月１日

至 平成29年
12月31日

売上高 （千円） 250,936 242,957 197,686 430,780 423,563

経常利益又は経常損失（△） （千円） 38,470 32,411 36,514 16,560 17,510

中間（当期）純利益又は中間

（当期）純損失（△）
（千円） 36,939 30,900 34,897 13,668 14,581

持分法を適用した場合の投資

利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

発行済株式総数 （株） 3,463 3,463 3,463 3,463 3,463

純資産額 （千円） 1,586,038 1,593,668 1,612,247 1,562,768 1,577,349

総資産額 （千円） 1,778,334 1,783,086 1,850,239 1,788,392 1,797,964

１株当たり純資産額 （円） 457,995.65 460,198.91 465,563.72 451,275.77 455,486.38

１株当たり中間（当期）純利

益金額又は１株当たり中間

（当期）純損失金額（△）

（円） 10,666.90 8,923.13 10,077.34 3,947.03 4,210.60

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額
（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） 89.1 89.3 87.1 87.3 87.7

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 24,187 21,758 72,614 51,352 67,348

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △8,298 △15,877 △38,495 △13,094 △16,718

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △6,745 △8,563 △6,949 △16,025 △19,510

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高
（千円） 368,085 378,490 439,462 381,173 412,292

従業員数
（人）

38 33 35 34 34

〔外、平均臨時雇用者数〕 〔55〕 〔63〕 〔58〕 〔60〕 〔62〕

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．当社は子会社等がないため、中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計

期間及び連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

３．当社は関連会社を有しておりませんので、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりませ

ん。

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

平成30年６月30日現在
 

従業員数（人） 35〔58〕

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は〔　〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。

 

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間会計期間の我が国の経済は、欧米の政治的混乱、トランプ政権の通商を巡る対立の激化など、海外の先行

き不透明感はあるが、堅調な海外景気や、企業の設備投資などを背景に、景気は穏やかな回復基調となりました。

　ゴルフ場業界におきましては、プレー人口の減少、価格競争の激化に伴い厳しい状況が続いております。

　そんな中、当社におきましては、当中間会計期間の総来場者数は、前年同期比890名減の10,172名となりまし

た。その内訳は、メンバー来場者数で前年同期比487名減の4,362名、ビジター来場者数で前年同期比403名減の

5,810名でした。

　この結果、売上高は、前年同期比45百万円減の197百万円となりました。売上原価並びに、販売費及び一般管理

費につきましては16百万円減の239百万円となり、営業損失は41百万円（前年同期は営業損失12百万円）となりま

した。

　また、営業外収益は、前年同期比33百万円増の78百万円となり、経常利益は、前年同期比4百万円増の36百万円

となり、税引前中間純利益は、前年同期比3百万円増の36百万円となり、中間純利益は、前年同期比3百万円増の34

百万円となりました。

 

(2）キャッシュ・フロー

　当中間会計期間における、現金及び現金同等物は、前期末比27百万円増の439百万円となりました。当中間会計

期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は、次のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金の増加は、72百万円（前年同期比50百万円増）となりました。

　資金増加の主な要因は、税引前中間純利益36百万円、減価償却費21百万円、賞与引当金11百万円、その他流動負

債の増加4百万円などによるものであります。一方で、資金減少の主な要因は、法人税等の支払額2百万円などによ

るものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金の減少は、38百万円（前年同期比22百万円増）となりました。

　これは、有形固定資産の取得による支出によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金の減少は、6百万円（前年同期比1百万円減）となりました。

　これは、長期未払金の返済による支出5百万円などによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社は、ゴルフ場経営につき、該当事項はありません。

 

(2）受注状況

　当社は、ゴルフ場経営につき、該当事項はありません。

 

(3）販売実績

　中間会計期間における販売実績は次の通りです。

区分

前中間会計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日）

人員
（人）

金額
（千円）

構成比率
（％）

人員
（人）

金額
（千円）

構成比率
（％）

１．プレー収入       

メンバーズフィ 4,849 15,021 6.2 4,362 13,516 6.8

ビジターズフィ 6,213 52,575 21.6 5,810 48,658 24.6

ラウンドフィ 11,062 53,614 22.1 10,172 54,453 27.6

競技参加料  1,679 0.7  1,576 0.8

計  122,891 50.6  118,203 59.8

       

２．食堂売店収入  38,517 15.8  34,250 17.3

       

３．会費収入 1,049 73,393 30.2 1,044 36,978 18.7

       

４．その他の収入       

施設利用フィ  3,298 1.4  3,046 1.6

その他  4,857 2.0  5,207 2.6

計  8,155 3.4  8,254 4.2

合計  242,957 100.00  197,686 100.00

 

３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　 当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等若しくは経営上の目標の達成状況を判断

 するための客観的な指標等の重要な変更はありません。

　 また、新たに定めた経営方針・経営戦略等若しくは指標等はありません。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　 当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。

　 また、新たに生じた事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

 

４【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。
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５【経営上の重要な契約等】

　特記事項はありません。

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものです。

 

(1）経営成績について

　当中間会計期間の経営成績は、来場者が10,172人と前年同期比890名（8.0％）減少したため、売上高は前年同期

比18.6％減少の197百万円となりました。

　一方、売上原価、並びに販売費及び一般管理費につきましては、前年同期比6.2％減の239百万円となりました。

　営業外収益につきましては、名義書換料関係収入等が前年同期比33百万円増加しました。

　これらの結果、中間純利益は前年同期比3百万円増の34百万円となりました。

 

   (2) 財政状態について

　　　　当中間会計期間末の資産合計は、前事業年度末比52百円増加し、1,850百円となりました。

　　　　一方、負債合計は、前事業年度末比17百円増加し、237百円となりました。

　　　　また、純資産合計は、前事業年度末比34百円増加し、1,612百円となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況について

　キャッシュ・フローの状況については、「第２　事業の状況」の「１　業績等の概要」に記載のとおりです。

 

(4）今後の経営について

　ゴルフ場業界は、平成30年度も一層厳しい環境が続くと予想されますが、当社と致しましてはメンバーの活性化

及びビジターの誘致に取り組み来場者の増加を計り更に、ハード面やソフト面の充実を継続し、より良いゴルフ環

境作りに努めて参ります。又、今後とも経費削減にも努め、効率経営を推し進めて、収益改善に引き続き取り組ん

で参ります。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　重要な異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更はありません。

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,500

計 3,500

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数

（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年９月21日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 3,463 3,463 非上場・非登録

当社は単元株制度

を採用しておりま

せん。

計 3,463 3,463 － －

（注）　当社の発行する株式の譲渡については、取締役会の承認を要する旨を定款において定めております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年１月１日～

平成30年６月30日
－ 3,463 － 30,000 － 376,733
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（６）【大株主の状況】

  平成30年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内２－６－１ 60 1.73

龍田紡績株式会社 姫路市東延末２６４ 43 1.24

株式会社リョーサン 加古郡播磨町新島３ 34 0.98

グローリー株式会社 姫路市下手野１－３－１ 30 0.86

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 20 0.57

ツタヒデ工業株式会社 姫路市豊富町御蔭５００－２ 20 0.57

山陽特殊製鋼株式会社 姫路市飾磨区中島３００７ 20 0.57

WDBホールディングス株式会社 姫路市豊沢町７９ 20 0.57

日伸運輸株式会社 姫路市飾磨区細江１２８７ 18 0.51

住友精化株式会社 大阪市中央区北浜４－５－３３ 17 0.49

計 － 282 8.14
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式3,463 3,463 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 3,463 － －

総株主の議決権 － 3,463 －

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【株価の推移】

　当社株式は非上場でありますので該当事項はありません。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について
　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）

に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（平成30年１月１日から平成30年６月

30日まで）の中間財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による中間監査を受けております。

 

３．中間連結財務諸表について
　当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成29年12月31日)
当中間会計期間

(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 412,292 439,462

営業未収入金 18,963 18,506

貯蔵品 9,495 9,213

その他 37 9

流動資産合計 440,789 467,192

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 262,883 281,563

構築物（純額） 163,811 160,879

コース勘定 433,589 433,589

土地 442,219 442,219

その他（純額） 30,192 40,510

有形固定資産合計 ※１ 1,332,697 ※１ 1,358,762

無形固定資産 7,839 7,809

投資その他の資産 ※２ 16,638 ※２ 16,475

固定資産合計 1,357,175 1,383,047

資産合計 1,797,964 1,850,239

負債の部   

流動負債   

買掛金 11,110 11,850

賞与引当金 3,300 14,616

その他 83,819 86,525

流動負債合計 98,229 112,993

固定負債   

長期未払金 18,943 21,288

会員預り金 67,600 65,850

退職給付引当金 35,842 37,860

固定負債合計 122,385 124,999

負債合計 220,615 237,992
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成29年12月31日)
当中間会計期間

(平成30年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 30,000 30,000

資本剰余金   

資本準備金 376,733 376,733

その他資本剰余金 1,306,403 1,306,403

資本剰余金合計 1,683,137 1,683,137

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △135,787 △100,889

利益剰余金合計 △135,787 △100,889

株主資本合計 1,577,349 1,612,247

純資産合計 1,577,349 1,612,247

負債純資産合計 1,797,964 1,850,239
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②【中間損益計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 242,957 197,686

売上原価 153,964 144,032

売上総利益 88,992 53,653

販売費及び一般管理費 101,402 95,314

営業利益又は営業損失（△） △12,409 △41,660

営業外収益 ※１ 44,821 ※１ 78,175

営業外費用 － －

経常利益 32,411 36,514

特別利益 － －

特別損失 ※２ 164 ※２ 269

税引前中間純利益 32,247 36,244

法人税、住民税及び事業税 1,347 1,347

中間純利益 30,900 34,897
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日）

       (単位：千円)

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 30,000 376,733 1,306,403 1,683,137 △150,369 △150,369 1,562,768 1,562,768

当中間期変動額         

中間純利益又は中間純損失
（△）

    30,900 30,900 30,900 30,900

当中間期変動額合計 － － － － 30,900 30,900 30,900 30,900

当中間期末残高 30,000 376,733 1,306,403 1,683,137 △119,468 △119,468 1,593,668 1,593,668

 

当中間会計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年６月30日）

       (単位：千円)

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 30,000 376,733 1,306,403 1,683,137 △135,787 △135,787 1,577,349 1,577,349

当中間期変動額         

中間純利益又は中間純損失
（△）

    34,897 34,897 34,897 34,897

当中間期変動額合計 － － － － 34,897 34,897 34,897 34,897

当中間期末残高 30,000 376,733 1,306,403 1,683,137 △100,889 △100,889 1,612,247 1,612,247
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 32,247 36,244

減価償却費 21,443 21,082

退職給付引当金の増減額（△は減少） 841 2,018

受取利息及び受取配当金 △1 △1

有形固定資産除却損 164 269

売上債権の増減額（△は増加） 2,142 △22

貯蔵品の増減額（△は増加） △2,999 281

その他の資産の増減額（△は増加） 158 28

仕入債務の増減額（△は減少） 2,676 740

その他の流動負債の増減額（△は減少） △45,587 4,331

未払又は未収消費税等の増減額 2,418 △1,222

賞与引当金の増減額（△は減少） 10,827 11,316

貸倒引当金の増減額（△は減少） 119 239

小計 24,450 75,307

利息及び配当金の受取額 1 1

法人税等の支払額 △2,694 △2,694

営業活動によるキャッシュ・フロー 21,758 72,614

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △15,877 △38,495

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,877 △38,495

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期未払金の返済による支出 △7,663 △5,199

会員預り金の返還による支出 △900 △1,750

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,563 △6,949

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,682 27,169

現金及び現金同等物の期首残高 381,173 412,292

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 378,490 ※１ 439,462
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平

成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物・構築物 ３年～50年

機械及び装置・車両運搬具・工具、器具及び備品 ３年～17年

 

(2）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

 

　　　　　(3) 長期前払費用

　　　　　　　定額法によっております。

　　　　　　　なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

 

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を勘案して計上しております。

 

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

 

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認められる額を計上しております。

 

４．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　中間キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない、取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資からなります。

 

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示しております。
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（中間貸借対照表関係）

※１　資産の金額から直接控除している減価償却累計額の額

 
前事業年度

（平成29年12月31日）
当中間会計期間

（平成30年６月30日）

有形固定資産の減価償却累計額 △1,845,955千円 △1,858,180千円

 

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前事業年度

（平成29年12月31日）
当中間会計期間

（平成30年６月30日）

投資その他の資産 △459千円 △698千円

 

（中間損益計算書関係）

※１　営業外収益の主要項目は、次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日）

名義書換料 29,000千円 45,000千円

入会登録料 15,000千円 32,000千円

 

※２　特別損失の主要項目は、次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日）

固定資産除却損 164千円 269千円

 

３　減価償却実施額は、次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日）

有形固定資産 20,649千円 20,649千円

無形固定資産 392千円 30千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日）

発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 3,463 － － 3,463

合計 3,463 － － 3,463

 

当中間会計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年６月30日）

発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 3,463 － － 3,463

合計 3,463 － － 3,463

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前中間会計期間

（自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日）

現金及び預金 378,490千円 439,462千円

現金及び現金同等物 378,490千円 439,462千円
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（金融商品関係）

金融商品の時価等に関する事項

　中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）２参

照）。

 

前事業年度（平成29年12月31日）                                                 　（単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 412,292 412,292 －

(2）営業未収入金 18,963 18,963 －

(3）買掛金 (11,110) (11,110) －

(4）長期未払金（未払金を含

む）
(27,977) (27,549) (428)

　負債で計上されているものについて、（　）で示しております。

 

当中間会計期間（平成30年６月30日）                                               （単位：千円）

 中間貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 439,462 439,462 －

(2）営業未収入金 18,506 18,506 －

(3）買掛金 (11,850) (11,850) －

(4）長期未払金（未払金を含

む）
(31,266) (30,783) (483)

　負債で計上されているものについて、（　）で示しております。

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

         (1）現金及び預金、(2）営業未収入金、(3）買掛金

             これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価額によってお

             ります。

         (4)長期未払金（未払金を含む）

　　　　　　　時価については、元利金の合計額を、新規に同様の割賦取引を行った場合に想定される利率で割り引い

             た現在価値により算定しております。

 

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 
前事業年度

（平成29年12月31日）

当中間会計期間

（平成30年６月30日）

会員預り金 67,600 65,850

 会員預り金は、預託金方式会員からの預託金であり、償還時期を見積もることができず、時価を把握する

 ことが極めて困難と認められることから、金融商品の時価等に関する事項には含めておりません。

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、ゴルフ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前中間会計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

 プレー収入 食堂売店収入 年会費収入 その他収入 合計

外部顧客への売上高 122,891 38,517 73,393 8,155 242,957

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。

 

当中間会計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年６月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

 プレー収入 食堂売店収入 年会費収入 その他収入 合計

外部顧客への売上高 118,203 34,250 36,978 8,254 197,686

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり純資産額は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年12月31日）
当中間会計期間

（平成30年６月30日）

１株当たり純資産額 455,486.38円 465,563.72円

 

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間会計期間

（自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日）

１株当たり中間純利益金額 8,923.13円 10,077.34円

（算定上の基礎）   

中間純利益金額（千円） 30,900 34,897

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純利益金額（千円） 30,900 34,897

普通株式の期中平均株式数（株） 3,463 3,463

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第61期）（自　平成29年１月１日　至　平成29年12月31日）

平成30年３月29日　近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

平成30年９月21日
 

山陽開発株式会社

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 黒　木　賢　一　郎　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる山陽開発株式会社の平成30年１月１日から平成30年12月31日までの第62期事業年度の中間会計期間(平成30年１月１

日から平成30年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動

計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行っ

た。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これ

に基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一

部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表

の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択

及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示

に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、山陽開発株式会社の平成30年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成30年１月１日

から平成30年６月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

（※）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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